
 

 

 防衛省仕様書改正票 Ｄ Ｓ Ｐ 
  

 

Ｃ ３１０３Ｂ（２）  

 
 

野外用通信線通則 
制定 昭和６０年１２月１１日 

 改正 令和 ３年１１月２９日 

（ＣＡＢＬＥ，ＴＥＬＥＰＨＯＮＥ） 

 

この改正票は，ＤＳＰ Ｃ ３１０３Ｂ（野外用通信線通則）についてのものであり，ＤＳ

Ｐ Ｃ ３１０３Ｂ（１）を含め累積記載されている。この改正票はＤＳＰ Ｃ ３１０

３Ｂと併用される。 

 

 

1.6 a)及び2.2.1 b) 2)中 “鉛溶解めっき試験方法”を“亜鉛溶融めっき試験方法”に改める。 

 

2.2.1 b) 2)中 “塩化アンチモン法”を“間接法”に改める。 

 

2.2.1 b) 3)中 “硫酸銅試験”を“均一性試験（硫酸銅試験）”に改める。 

 

4.2を次のように改める。 

4.2 包装の表示 

包装の表示は，特に調達要領指定書によって指定する場合を除き，調達要求番号（又は契約番号），物品番号，品名（製品

の呼び方），長さ，質量，製造年月日及び製造者名（又はその略号）を包装表面の適当な箇所に明記する。 

 

原案作成部課等名を次のとおり改める。 

原案作成部課等名：防衛装備庁 調達管理部 調達企画課 類別・標準化企画室 



防 衛 省 仕 様 書

Ｄ Ｓ Ｐ
野外用通信線通則 Ｃ ３ １ ０ ３ Ｂ

制定 昭和６０．１２．１１(CABLE,TELEPHONE)
改正 平成２１． ４．１３

１ 総 則

1.1 適用範囲

この仕様書は，防衛省で主として野外で使用する電子及び通信機器間の接続に使用する野外用通信線について規定す

る。

1.2 用語及び定義

この仕様書で用いる主な用語の定義は，次による。

a) Ｐ Ｅ ポリエチレンを主体としたコンパウンド

b) ＰＶＣ 塩化ビニル系樹脂を主体としたコンパウンド

c) 素 線 導体のより線及び編組を構成する個々の線

d) ジャケット 絶縁体上に被覆したポリアミド混和物

e) 自然色 着色剤による着色を施していない色

f) 線 心 導体の上に絶縁体を施したもの，又はこの上に更にジャケットを施したもの

g) カッド 線心４条を平等により合わせたもの

1.3 種 類

種類は，表１による。

表１－種類

名称 形式

野外線 ＪＷＤ－１／ＴＴ

２対ケーブル ＪＷＦ－８／Ｇ

１４対ケーブル ＪＷ－１４

２６対ケーブル ＪＷ－２６

1.4 製品の呼び方

製品の呼び方は，表１によって例のように表す。

例 ＪＷＤ－１／ＴＴ又は野外線

1.5 個別仕様書

野外用通信線の構造，寸法，加工法，質量及び性能に関する詳細な規定は，個別仕様書による。個別仕様書とこの野外用

通信線通則との間に相違があるときは，個別仕様書を優先する。

1.6 引用文書等

この仕様書に引用する次の文書は，この仕様書に規定する範囲内において，この仕様書の一部をなすものであり，特に版

を指定するもの（関連文書の前に※をもって示す。）のほかは，入札書又は見積書の提出時における最新版とする。

a) 引用文書

1) 規格

ＪＩＳ Ｃ ３００５ ゴム・プラスチック絶縁電線試験方式

ＪＩＳ Ｃ ３１０２ 電気用軟銅線
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ＪＩＳ Ｇ ３５２１ 硬鋼線

ＪＩＳ Ｇ ４３０９ ステンレス鋼線

ＪＩＳ Ｈ ０４０１ 溶解亜鉛めっき試験方法

ＪＩＳ Ｈ ２１０７ 亜鉛地金

ＪＩＳ Ｚ ２２４１ 金属材料引張試験方法

ＪＩＳ Ｚ ８７０３ 試験場所の標準状態

ＪＩＳ Ｚ ９０１５－１ 計数値検査に対する抜取検査手順－第１部：ロットごとの検査に対するＡＱＬ指標

型抜取検査方式

2) 法令等

装備品等の製造設備等の認定に関する訓令（昭和５０年防衛庁訓令第４４号）

b) 参考文書

※ＭＩＬ－Ｃ－１３２９４Ｃ ＣＡＢＬＥ，ＴＥＬＥＰＨＯＮＥ，ＥＬＥＣＴＲＩＣＡＬ（ＩＮＦＡＮＴＲＹ

ＦＩＥＬＤ ＷＩＲＥ，ＴＷＩＳＴＥＤ ＰＡＩＲ，ＷＩＲＥ ＷＤ－１／ＴＴ ＡＮＤ ＷＤ－１４／ＴＴ）

2 製品に対する要求

2.1 認定

この仕様書で調達される野外用通信線は，装備品等の製造設備等の認定に関する訓令（昭和５０年防衛庁訓令第４４号）が

適用される。

2.2 材料

材料は，次のものを用いなければならない。

なお，規定にない材料については，個別仕様書によるほか，特性を満足するものを用いる。

2.2.1 導体

より線加工前の導体の素線は，次による。

a) 軟銅線は，ＪＩＳ Ｃ ３１０２（電気用軟銅線）に規定されたもの又はこれに準じたものとする。

b) 亜鉛めっき鋼線は，ＪＩＳ Ｇ ３５２１（硬鋼線）又はこれと同等以上の鋼線にＪＩＳ Ｈ ２１０７(亜鉛地金)

で一様にめっきを施したものとし，次の規定に適合するものとする。

1) 引張強さは，ＪＩＳ Ｚ ２２４１（金属材料引張試験方法）によって試験を行ったとき，１８６２Ｎ以上とする。

2) 亜鉛付着量は，ＪＩＳ Ｈ ０４０１（溶解亜鉛めっき試験方法）の塩化アンチモン法によって試験を行ったとき

１０ｇ／㎡以上とする。

3) 亜鉛めっきの均一性は，ＪＩＳ Ｈ ０４０１の硫酸銅試験によって試験を行ったとき，終止点に達するまでの１５

秒間浸せきに耐える回数は，１回以上とする。

2.2.2 絶縁体・内部被覆

絶縁体及び内部被覆は，ＰＥを用いるものとし，特性は，付表による。

2.2.3 ジャケット

ジャケットは，ポリアミド混和物を用いる。

2.2.4 カーボンテープ

カーボンテープは，ケーブルに使用する前の状態から幅１０ｍｍ±１ｍｍ長さ約１２０ｍｍの試験片を取り，これを温度１００℃

±２℃の流通空気中に３時間さらした後取り出し，常温に冷却した後，直ちに間隔１００ｍｍ±２ｍｍに保たれた電極間に挿入

して直流２Ｖ～３Ｖの電圧でその抵抗を測定したとき，その平均値は，１００ｋΩ以下でなければならない。

2.2.5 編組

編組は，編組加工前の素線がＪＩＳ Ｇ ４３０９（ステンレス鋼線）に規定されたもの又はこれに準じたものとし，直径

０．４ｍｍ±０．０１５ｍｍとする。
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2.2.6 シース

シースは，ＰＶＣを用いるものとし，特性は，付表による。

2.3 絶縁体・内部被覆・シースの試験方法

2.3.1 絶縁体・内部被覆・シースの引張

絶縁体，内部被覆及びシースの引張は，次による。

ＰＥ及びＰＶＣ試験方法は，ＪＩＳ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法）の絶縁体及びシースの引張によ

る。

ただし、引張速さは，ＰＥは約２００㎜／min，ＰＶＣは約５００㎜／minとする。

2.3.2 絶縁体・内部被覆・シースの加熱

絶縁体，内部被覆及びシースの加熱は，ＪＩＳ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法） の加熱による。加

熱温度及び加熱時間は，付表による。

2.3.3 加熱変形

加熱変形は，ＰＶＣに適用し，ＪＩＳ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法）による。ただし，試験片は，Ｊ

ＩＳ Ｚ ２２４１（金属材料引張試験方法）の板状試験片を使用し，試験温度及びおもりの質量は，付表による。

2.4 構造・寸法・加工方法・質量

構造，寸法，加工方法及び質量は，次によるほか個別仕様書による。

なお，規定のない場合は，性能を満足する構造及び加工方法でなければならない。

2.4.1 導体

導体は，次による。

a) 軟銅より線は，軟銅線をより合わせる。

b) 複合より線は，軟銅線と亜鉛めっき鋼線をより合わせる。

なお，導体のより合わせは同心よりとし，やむを得ず接続する時は，各素線の接続箇所を３０ｃｍ以上ずらせて電気溶接，

銀ろう付け又は冷間圧接する。

2.4.2 絶縁体

絶縁体は，導体上にこれと密接して円心円状にＰＥを一様に被覆する。

2.4.3 ジャケット

ジャケットは，絶縁体上にこれと密接して円心円状に自然色のポリアミド混和物を被覆する。

なお，ジャケットには，絶縁体に達するようなき裂がなく，絶縁体とジャケットの間に２００㎜以上の長さの密接していない部分

がないこと。

2.4.4 より合わせ

より合わせは次による。

a) 対よりは，線心２条をより合わせる。

b) カッドよりは，線心４条がほぼ対角線上に位置するようにより合わせる。

なお，カッドの中心には、ＰＥひもを挿入する。

2.4.5 ケーブル心

ケーブル心は，所要の対を配列して各層反対方向により合わせ，その上に布テープ又はプラスチックテープで押さえ巻きす

る。

ただし，各層共同一層内の隣り合っている対のピッチは適当に異ならせる。また，ケーブル心を円形に仕上げるためＰＥを介

在物として挿入できる場合があり，層間にプラスチックテープを粗巻する場合がある。

2.4.6 内部被覆

内部被覆は，カッド上に自然色のＰＥを密接して被覆する。
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2.4.7 半導電層

半導電層は，内部被覆上にカーボンテープを重ね巻きする。

2.4.8 補強層

補強層は，カーボンテープ，布テープ又はプラスチックテープ上に編組を施す。

2.4.9 シース

シースは，編組上に黒色のＰＶＣを密接してほぼ同心円状に被覆する。

2.4.10 寸法

寸法は，個別仕様書による。

2.4.11 質量

質量は，個別仕様書による。

2.5 性能

2.5.1 導体抵抗

導体抵抗は，ＪＩＳ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法）によって試験を行ったとき，個別仕様書に規

定する値に適合すること。

2.5.2 耐電圧

耐電圧は，ＪＩＳ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法）の空中によって試験を行ったとき，個別仕様書

に規定する値に適合すること。

2.5.3 絶縁抵抗

絶縁抵抗は，ＪＩＳ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法）の常温絶縁抵抗によって試験を行ったとき，

個別仕様書に規定する値に適合すること。

2.5.4 静電容量

静電容量は，ＪＩＳ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法）によって試験を行ったとき，個別仕様書に規

定する値に適合すること。

2.5.5 静電結合

静電結合は，周波数１ｋＨｚにおいて交流ブリッジ法又はそのほか適当な方法で測定したとき，個別仕様書に規定する値に

適合すること。

2.5.6 減衰量

減衰量は，個別仕様書に規定する周波数において開放短絡法又はその他適当な方法で測定したき，２０℃において個別

仕様に規定する値に適合すること。

なお，２０℃以外における測定値の２０℃への換算係数は，図１による。

図１
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2.5.7 近端漏話

近端漏話は，個別仕様書に規定する周波数において図２に示す方法又はその他適当な方法で測定したとき，個別仕様書

に規定する値に適合すること。

図２

2.5.8 特性インピーダンス

特性インピーダンスは，個別仕様書に規定する周波数において開放短絡法又はその他適当な方法で測定したとき，個別仕

様書に規定する値に適合すること。

2.5.9 耐巻付加熱性

耐巻付加熱性は，完成品から適当な長さの試料を取り，これを表２に示す条件でＪＩＳ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチッ

ク絶縁電線試験方法）の巻付加熱によって試験を行ったとき，表面にひび，割れのないこと。

表２－耐巻付加熱性の試験条件

名称 試験対象 巻付直径 巻付回数 温度 時間

ｍｍ 回 ℃ ｈ

野外線 絶縁体a） ２．０±０．１ ５ ９５±２ １

ジャケット ２．３±０．１ ９５±２

２対ケーブル 絶縁体 ２．０±０．１ ９０±２

シース ９．２±０．２ １２０±３

１４対ケーブル 絶縁体 １．５±０．１ ９０±２

シース １５．５±１．０ １２０±３

２６対ケーブル 絶縁体 １．４±０．１ ９０±２

シース １８．０±１．０ ３ １２０±３

注a） 試料は，ジャケットを施す前の線心とする。

2.5.10 耐加熱変形性

耐加熱変形性は，半成品（ジャケットを施す前）から適当な長さの試料を取り，温度９５℃±２℃質量３００ｇのおもりで，ＪＩ

Ｓ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法）の加熱変形によって試験を行ったとき，個別仕様書に規定する値

に適合すること。

2.5.11 耐低温巻付性

耐低温巻付性は，完成品から適当な長さの試料を取り，これを表３に示す条件で，ＪＩＳ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチ

ック絶縁電線試験方法）の低温巻付によって試験を行ったとき，表面にひび，割れのないこと。
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表３－耐低温巻付性の試験条件

名称 巻付直径 巻付回数 温度 時間

ｍｍ 回 ℃ ｈ

野外線a） ２．０±０．１ ５ －４０±２ １

２対ケーブル ９．２±０．１ －３０±２

１４対ケーブル １５．５±１．０ －２０±２

２６対ケーブル １８．０±１．０ ３ －２０±２

注a） 表２の注a）を参照。

2.5.12 耐加熱後巻付性

耐加熱後巻付性は，完成品から適当な長さの試料を取り，これを９０℃±２℃で９６時間保温した後，２４時間以上室温で放

置し，２．３ｍｍ±０．１ｍｍ直径の丸棒に一様な長さで５回巻き付けたとき，表面にひび，割れのないこと。

2.5.13 引張強度

引張強度は，線心から適当な長さの試料を取り引張試験機により，１分間５０ｍｍ～３００ｍｍの速さで引張ったとき，最大引

張力が個別仕様書に規定する値に適合すること。

2.5.14 耐引張性

耐引張性は，完成品から適当な長さの試料を取り，試料に約１ｍの間隔の標点を記し，その標点区間外を支持点として，個

別仕様書に規定する力を徐々に加えて，１分間経過後，加えていた力を除き，試料の標点内の各線心及び編組の導通を直

流６Ｖ以下の電圧で試験したとき，断線のないこと。

2.5.15 破壊強度

破壊強度は，線心から適当な長さの試料を２本取り，それぞれの１端の絶縁体及びジャケットをはぎ取り，１本で環を作り，両

端を引張試験機のつかみに留める。その環の中に他の１本を通し，両端を引張試験機の他のつかみに留める。それぞれの絶

縁体及びジャケットをはぎ取った端は，電気警報回路など直列につなぎ、１分間５０ｍｍ～３００ｍｍの速さで引っ張り，絶縁体

及びジャケットが破壊し，それぞれの導体が接触して電気警報装置などが動作したときの引張力が個別仕様書に規定する値

に適合すること。

なお，試験片の数量は３個とする。ただし，引張試験機の金属製つかみの一つは，誤って動作しないように機械から電気的

に絶縁する。

2.5.16 導通

導通は，ＪＩＳ Ｃ ３００５（ゴム・プラスチック絶縁電線試験方法）によって試験を行ったとき，線心及び編組に導通

のある値に適合すること。

2.6 表示

表示は，表４に示す方法で製造者名（又はその略号）及び製造年を連続表示とする。

表４－表示方法

名称 方法

野外線 絶縁体表面に連続表示

２対ケーブル 編組の内側に連続表示

１４対ケーブル テープの挿入又はその他適当な方法

２６対ケーブル
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3 品質保証

3.1 試験状態

試験状態は，特に規定のない限りＪＩＳ Ｚ ８７０３（試験場所の標準状態）に規定する常温，常湿（温度２０℃±１５

℃，湿度６５％±２０％）とする。

3.2 認定検査

3.2.1 試料

野外用通信線（ＪＷＤ－１／ＴＴ，ＪＷ―２６，ＪＷＦ―８／Ｇ及びＪＷ－１４）の認定検査を受ける場合，認定検査の試料は，形

式ＪＷＤ―１／ＴＴ及びＪＷ―２６とする。ただし，単一形式だけの認定を受ける場合は，当該形式のものを用いる。

3.2.2 認定検査の効果の拡張範囲

認定検査の効果の拡張範囲は，代表試料について認定検査に合格した場合，表５に示す野外用通信線が認定検査に合

格したものとする。

表５－認定検査の効果の拡張範囲

試料(形式) 拡張範囲（形式）

ＪＷＤ－１／ＴＴ

ＪＷ－２６ ＪＷＦ－８／Ｇ，ＪＷ－１４

3.2.3 認定検査の項目・試料数

認定検査の項目及び試料数は，表６による。

ただし，各幕僚長及び装備施設本部長の認定試験等の承認及び決定を受けていたもので材料，設計及び加工方法に変

更がないことが確認される場合は，当該品についての認定検査に合格したものと見なす。

表６－認定検査項目・試料数

試料数

検査項目 適用条項 野外線 ２６対ケーブル 注記

ＪＷＤ－１／ＴＴ ＪＷ－２６

外観 全試料a） 全試料a）

構造 2.4 １本 １本 線心の構造は，任意の各色１線心とする。

表示 2.6 １本 １本

導体抵抗 2.5.1 全試料a） 全試料a） ２６対ケーブルは，任意の５対とする。

耐電圧 2.5.2 全試料a） 全試料a）

絶縁抵抗 2.5.3 全試料a） 全試料a） ２６対ケーブルは，任意の５線心とする。

静電容量 2.5.4 全試料a）

静電結合 2.5.5 全試料a） 同層内隣接対間とする。

減衰量 2.5.6 １本 全試料a） 任意の３対とする。

耐巻付 絶縁体 2.5.9 １本 １本

加熱性 ジャケット １本

シース １本

耐加熱変形性 2.5.10 １本

耐低温巻付性 2.5.11 １本

耐加熱後巻付性 2.5.12 １本
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表６－認定検査項目・試料数（続き）

試料数

検査項目 適用条項 野外線 ２６対ケーブル 注記

ＪＷＤ－１／ＴＴ ＪＷ－２６

引張強度 2.5.13 １本

破壊強度 2.5.15 １本

導通 2.5.16 ３組

絶 縁 体 及 び 2.3.1 １組 １組 試験片３個をもって１組とし，平均値をと

引張 内部被覆 る。

シース １組 １組

絶 縁 体 及 び 2.3.2 １組

加熱 内部被覆

シース １組

加熱変形 2.3.3 １組

注a） 全試料とは，検査対象品全量を示す。

3.2.4 合否の判定

合否の判定は,不良個数が１個以上あった場合不合格とする。

3.3 検査

3.3.1 検査ロットの構成

検査ロットの構成は,原則として同一契約による同一種類のものを１ロットとする。

3.3.2 抜取方式

抜取方式は，ＪＩＳ Ｚ ９０１５－１（計数値検査に対する抜取検査基準－第１部：ロッドごとの検査に対するＡＱＬ指

標型抜取検査方式）によって行い，検査水準Ⅱによるなみ検査の１回抜取方式とする。

3.3.3 検査項目・順序

検査の項目は，表７による。検査の順序は，特に定めない。

3.3.4 合否の判定

合否の判定は，表７，表８及び表９の各ＡＱＬ（合格品質水準）に対する不合格判定個数を超えた場合を不合格とする。

表７－検査項目（野外線ＪＷＤ－１／ＴＴ）

検査項目 適用条項 ＡＱＬ（％）

外観a） ４

構造 2.4 ４

導体抵抗 2.5.1 ４

耐電圧 2.5.2 ２．５

絶縁抵抗 2.5.3 ４

注a） 試料は，３０ｍとする。
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表８－検査項目（2対ケーブルＪＷＦ－８／Ｇ）

検査項目 適用条項 ＡＱＬ（％）

外観a） ４

構造 2.4 ４

導体抵抗 2.5.1 ４

耐電圧 2.5.2 ２．５

絶縁抵抗 2.5.3 ４

減衰量 2.5.6 ４

近端漏話 2.5.7 ２．５

特性インピーダンス 2.5.8 ４

導通 2.5.16 ２．５

注a） 試料は，３０ｍとする。

表９－検査項目（１４対ケーブルＪＷ－１４，２６対ケーブルＪＷ－２６）

検査項目 適用条項 ＡＱＬ（％） 注記

外観a） ４

構造 2.4 ４ 線心の構造は，各抜取枠につき任意の各色１線心とする。

導体抵抗 2.5.1 ４ 各抜取枠につき任意の３対とする。

耐電圧 2.5.2 ２．５

絶縁抵抗 2.5.3 ４ 各抜取枠につき任意の３線心とする。

減衰量 2.5.6 ４

近端漏話 2.5.7 ２．５ 各抜取枠につき同層内隣接対間とする。

特性インピーダンス 2.5.8 ４ 各抜取枠につき任意の３対とする。

導通 2.5.16 ２．５

注a） 試料は，３０ｍとする。

4 出荷条件

4.1 包装

包装は，調達要領書によって指定する場合を除き，商慣習による。

4.2 包装

包装の表示は，特に調達要領指定書によって指定する場合を除き，調達要求番号（又は契約番号），物品番号，品名（製

品の呼び方），長さ，質量，製造年月日及び製造者名（又はその略号）を包装表面の適当な箇所に明記する。

原案作成部課等名：装備施設本部 品質管理課



１０．

Ｃ ３１０３Ｂ

付表

項目 絶縁体及び内部被覆 シース

ＰＥ ＰＶＣ

引 引張強さ最小値 Ｎ ９．８ ９．８

張 伸び最小値 ％ ３００ １００

対 加熱温度 ℃ ９０±２ １００±２

加 加熱時間 ｈ ９６ ４８

熱 加 引張強さの ％ ８０以上 ８５以上

性 熱 残率

後 伸びの残率 ％ ６０以上 ８０以上

加 加熱温度 ℃ １２０±３

熱 おもりの質量 ｇ １０００

変 加熱後の厚さの ％ ５０以下

形 変化率

率

参考表

名称 個別仕様書番号 概算質量 標準長さ

ｋｇ／ｋｍ ｍ

野外線 ＤＳＰ Ｃ ３１０３－１０１ １５ ３５０

８００

１５００

２対ケーブル ＤＳＰ Ｃ ３１０３－１０２ １１５ ４００

１４対ケーブル ＤＳＰ Ｃ ３１０３－１０３ ２７５ ２００

２６対ケーブル ＤＳＰ Ｃ ３１０３－１０４ ３８０ １２０


